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一般会計予算決算常任委員会 

民生福祉分科会審査日程 
 

日時 令和７年１２月３日（水）  

  民生福祉常任委員会終了後  

場所 第２委員会室       

 

～審査内容～ 

１ 議案第８８号 令和７年度山陽小野田市一般会計補正予算（第７回）につ

いて 

 

審査番号① 人事課 

(1) 歳出（特定財源を含む）に係る説明 

○ 人件費全般 人事課（歳入 21-5-2） 

(2) 歳出（特定財源を含む）に係る質疑 

 

審査番号② 福祉部 

(1) 歳出（特定財源を含む）に係る説明 

 ○ 3-1-1、3-1-3 高齢福祉課 

  ○ 3-1-1、3-1-4、3-1-5 保険年金課 

（歳入 15-3-2、16-1-1、21-5-2、21-5-3） 

(2）歳出（特定財源を含む）に係る質疑 

 

審査番号③ 福祉部 

(1) 歳出（特定財源を含む）に係る説明 

○ 3-1-2 障害福祉課（歳入 15-1-1、16-1-1、21-5-3） 

○ 3-2-2、3-2-3、3-2-9、4-1-1 子育て支援課 

（歳入 15-1-1、16-1-1、16-2-2、21-5-3） 

 (2）歳出（特定財源を含む）に係る質疑 

 

審査番号④ 市民部 

 (1) 歳出（特定財源を含む）に係る説明 

  ○ 2-3-1 市民課（歳入 15-2-1、15-3-1） 

  ○ 7-1-3 生活安全課（歳入 16-2-5） 

(2）歳出（特定財源を含む）に係る質疑 
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審査番号⑤ 福祉部 

(1) 歳出（特定財源を含む）に係る説明 

  ○ 4-1-2 健康増進課（歳入 16-1-2） 

(2）歳出（特定財源を含む）に係る質疑 

 

 

 



議案第８８号  参考資料　一般会計補正予算（人件費関係）説明資料

〇職員

　（1級：5.2％、2級：4.2％、3級：3.4％、4級：2.9％、5級以上：2.8％　引上げ）

改正前 令和７年度改正 令和８年度改正

1.25月 1.25月 1.2625月

（0.7月） （0.7月） （0.7125月）

1.05月 1.05月 1.0625月

（0.5月） （0.5月） （0.5125月）

1.25月 1.275月 1.2625月

（0.7月） （0.725月） （0.7125月）

1.05月 1.075月 1.0625月

（0.5月） （0.525月） （0.5125月）

4.600月 4.650月 4.650月

（2.40月） （2.45月） （2.45月）

〇特別職

年　間

※カッコ内は再任用職員

期末手当の支給月数を0.05月引き上げ

12月期

期末

勤勉

①　給料表を8,300円から12,400円引上げ　（平均改定率3.3％）

②　期末・勤勉手当の支給月数を0.05月引き上げ（期末手当：0.025月、勤勉手当：0.025月引上げ）

　　※再任用職員0.05月引き上げ

6月期

期末

勤勉
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１款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 6 1 0 2 0

1 報酬 0 0 0 0 0 補正 0 7 0 0 2 0

2 給料 32,449 31,673 1,166 ▲ 1,942 ▲ 776 増減 0 1 ▲ 1 0 0 0

3 職員手当等 17,946 18,906 650 310 960
4 共済費 10,088 10,037 120 ▲ 171 ▲ 51
8 旅費 0 0 0 0 0

18 職員福祉費 42 42 0 0 0
60,525 60,658 1,936 ▲ 1,803 133

２款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 2 166 11 9 37 46

1 報酬 84,271 91,662 5,462 1,929 7,391 補正 2 161 10 9 36 49

2 給料 824,012 821,020 28,457 ▲ 31,449 ▲ 2,992 増減 0 ▲ 5 ▲ 1 0 ▲ 1 3

3 職員手当等 582,886 707,476 22,560 102,030 124,590
4 共済費 288,283 287,971 3,477 ▲ 3,789 ▲ 312
8 旅費 2,403 2,845 0 442 442

18 職員福祉費 1,122 1,089 0 ▲ 33 ▲ 33
1,782,977 1,912,063 59,956 69,130 129,086

３款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 74 4 27 9 45

1 報酬 79,157 80,776 4,567 ▲ 2,948 1,619 補正 0 74 4 25 10 42

2 給料 377,964 380,090 14,663 ▲ 12,537 2,126 増減 0 0 0 ▲ 2 1 ▲ 3

3 職員手当等 228,482 228,520 9,584 ▲ 9,546 38
4 共済費 130,712 132,423 1,827 ▲ 116 1,711
8 旅費 2,867 3,133 0 266 266

18 職員福祉費 612 607 0 ▲ 5 ▲ 5
819,794 825,549 30,641 ▲ 24,886 5,755

計

3　民生費
補正

計

1　議会費
補正

計

2　総務費
補正
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４款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 52 4 3 5 22

1 報酬 42,799 46,976 2,672 1,505 4,177 補正 0 51 4 5 8 22

2 給料 247,685 258,127 8,392 2,050 10,442 増減 0 ▲ 1 0 2 3 0

3 職員手当等 146,034 149,524 5,685 ▲ 2,195 3,490
4 共済費 86,013 90,119 1,118 2,988 4,106
8 旅費 1,754 1,828 0 74 74

18 職員福祉費 348 342 0 ▲ 6 ▲ 6
524,633 546,916 17,867 4,416 22,283

５款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 1 0 0 0 0

1 報酬 0 0 0 0 0 補正 0 1 0 0 0 0

2 給料 4,887 5,024 137 0 137 増減 0 0 0 0 0 0

3 職員手当等 3,958 3,354 92 ▲ 696 ▲ 604
4 共済費 1,577 1,645 17 51 68
8 旅費 0 0 0 0 0

18 職員福祉費 6 6 0 0 0
10,428 10,029 246 ▲ 645 ▲ 399

６款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 14 1 0 0 6

1 報酬 11,255 12,368 734 379 1,113 補正 0 15 1 0 0 5

2 給料 59,019 60,729 2,090 ▲ 380 1,710 増減 0 1 0 0 0 ▲ 1

3 職員手当等 42,101 43,913 1,643 169 1,812
4 共済費 22,635 22,771 286 ▲ 150 136
8 旅費 537 353 0 ▲ 184 ▲ 184

18 職員福祉費 90 97 0 7 7
135,637 140,231 4,753 ▲ 159 4,594計

計

5　労働費
補正

計

6　農林水産業費
補正

4　衛生費
補正

3



７款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 3 0 0 1 2

1 報酬 4,217 6,064 357 1,490 1,847 補正 0 3 0 0 1 3

2 給料 15,071 14,982 553 ▲ 642 ▲ 89 増減 0 0 0 0 0 1

3 職員手当等 12,470 11,349 475 ▲ 1,596 ▲ 1,121
4 共済費 5,742 6,047 89 216 305
8 旅費 328 154 0 ▲ 174 ▲ 174

18 職員福祉費 18 18 0 0 0
37,846 38,614 1,474 ▲ 706 768

８款 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 0 35 1 1 0 5

1 報酬 10,742 11,291 688 ▲ 139 549 補正 0 34 1 1 0 5

2 給料 145,428 148,357 4,737 ▲ 1,808 2,929 増減 0 ▲ 1 0 0 0 0

3 職員手当等 88,699 90,139 3,016 ▲ 1,576 1,440
4 共済費 48,157 48,880 552 171 723
8 旅費 535 445 0 ▲ 90 ▲ 90

18 職員福祉費 222 218 0 ▲ 4 ▲ 4
293,783 299,330 8,993 ▲ 3,446 5,547

９款 （単位：千円）

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額
1 報酬 0 0 0 0 0
2 給料 0 0 0 0 0
3 職員手当等 241 248 7 0 7
4 共済費 0 0 0 0 0
8 旅費 0 0 0 0 0

18 職員福祉費 0 0 0 0 0
241 248 7 0 7

計

9　消防費
補正

計

7　商工費
補正

計

8　土木費
補正
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教委 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 1 56 4 10 17 73

1 報酬 127,492 141,891 7,645 6,754 14,399 補正 1 55 3 10 18 74

2 給料 322,080 322,569 10,956 ▲ 10,467 489 増減 0 ▲ 1 ▲ 1 0 1 1

3 職員手当等 236,131 305,885 11,810 57,944 69,754
4 共済費 122,971 129,305 1,819 4,515 6,334
8 旅費 5,550 5,511 0 ▲ 39 ▲ 39

18 職員福祉費 426 410 0 ▲ 16 ▲ 16
814,650 905,571 32,230 58,691 90,921

一般計 （単位：千円） （単位：人数）

特別職 一般職 再任用 任期付 フル会計年度 パート会計年度

補正前の額 補正後の額 （うち人勧影響額） （うち人事異動） 補正額 当初 3 407 26 50 71 199

1 報酬 359,933 391,028 22,125 8,970 31,095 補正 3 401 23 50 75 200

2 給料 2,028,595 2,042,571 71,151 ▲ 57,175 13,976 増減 0 ▲ 6 ▲ 3 0 4 1
3 職員手当等 1,358,948 1,559,314 55,522 144,844 200,366
4 共済費 716,178 729,198 9,305 3,715 13,020
8 旅費 13,974 14,269 0 295 295

18 職員福祉費 2,886 2,829 0 ▲ 57 ▲ 57
4,480,514 4,739,209 158,103 100,592 258,695

計

総計
補正

計

10　教育費
補正
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消費者 

消費生活センター  

（消費生活相談窓口等） 

消費生活相談員 

相談内容に応じた処理 

トラブル

発生 

相談 

助言 

あっ

せん

等 

情報

入力 

国民生活センター PIO-NET 

90.9 万 件 （ 2023 年 ）         

令和６年版消費者白書より 

都道府県            
安全担当・表示担当・取引担当部局へ確認・

情報提供 

消費者庁 

調査・分析・情報発信・注意喚起・

政府一体となった対応等 

消費生活相談より得られた情報        

法律の制定・改正の立法事実 

あっせん 

他機関紹介 

事業者 

弁護士会・業界団体等 

解決 

不調 

消費生活相談より得られた情報 
消費者教育

啓発等 
フィードバック 

消費生活相談の仕組み 

消費生活センターについて 
〇消費者安全法１０条により設置を規定（都道府県は必置、市町村は努力義務） 

〇地方公共団体が運営する消費者のための相談、あっせん業務を行う機関。                          

【役割】                                                      

〇消費者から寄せられる悪質商法による被害や商品事故の苦情などの消費生活に対し、問題解決のための助言・あっせん       

〇消費者教育の拠点として、消費者に対する普及啓発を実施 等 

令和７年１２月補正予算 民生福祉分科会 

市民部生活安全課資料 


